
 

 

 

 

１ 資源の有効な利用の促進に関する法律（抄） 

（事業者等の責務） 

第四条 工場若しくは事業場（建設工事に係るものを含む。以下同じ。）において事業を行

う者及び物品の販売の事業を行う者（以下「事業者」という。）又は建設工事の発注者は、

その事業又はその建設工事の発注を行うに際して原材料等の使用の合理化を行うととも

に、再生資源及び再生部品を利用するよう努めなければならない。 

２ 事業者又は建設工事の発注者は、その事業に係る製品が長期間使用されることを促進

するよう努めるとともに、その事業に係る製品が一度使用され、若しくは使用されずに

収集され、若しくは廃棄された後その全部若しくは一部を再生資源若しくは再生部品と

して利用することを促進し、又はその事業若しくはその建設工事に係る副産物の全部若

しくは一部を再生資源として利用することを促進するよう努めなければならない。 

 

（指定表示事業者の表示の標準となるべき事項） 

第二十四条 主務大臣は、指定表示製品に係る再生資源の利用を促進するため、主務省令

で、指定表示製品ごとに、次に掲げる事項につき表示の標準となるべき事項を定めるも

のとする。 

一 材質又は成分その他の分別回収に関し表示すべき事項 

二 表示の方法その他前号に掲げる事項の表示に際して指定表示製品の製造、加工又は

販売の事業を行う者（その事業の用に供するために指定表示製品の製造を発注する事

業者を含む。以下「指定表示事業者」という。）が遵守すべき事項 

２ （略） 

 

２ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（抄） 

（定義） 

第二条 この法律において「容器包装」とは、商品の容器及び包装（商品の容器及び包装

自体が有償である場合を含む。）であって、当該商品が費消され、又は当該商品と分離さ

れた場合に不要になるものをいう。 

２ この法律において「特定容器」とは、容器包装のうち、商品の容器（商品の容器自体

が有償である場合を含む。）であるものとして主務省令で定めるものをいう。 

３ この法律において「特定包装」とは、容器包装のうち、特定容器以外のものをいう。 

４～10 （略） 

11 この法律において「特定容器利用事業者」とは、その事業（収益事業であって主務省

令で定めるものに限る。以下同じ。）において、その販売する商品について、特定容器を

用いる事業者であって、次に掲げる者以外の者をいう。 

一 国 

Ⅵ 環境関係法（抄） 



 

二 地方公共団体 

三 特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人又は特別の法律により設

立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

四 中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第五項に規定する小規模

企業者その他の政令で定める者であって、その事業年度（その期間が一年を超える場

合は、当該期間をその開始の日以後一年ごとに区分した各期間）における政令で定め

る売上高が政令で定める金額以下である者 

12 この法律において「特定容器製造等事業者」とは、特定容器の製造等の事業を行う者

であって、前項各号に掲げる者以外の者をいう。 

13 この法律において「特定包装利用事業者」とは、その事業において、その販売する商

品について、特定包装を用いる事業者であって、第十一項各号に掲げる者以外の者をい

う。 

 

（特定容器利用事業者の再商品化義務） 

第十一条 特定容器利用事業者は、毎年度、主務省令で定めるところにより、その事業に

おいて用いる特定容器（第十八条第一項の認定に係る特定容器及び本邦から輸出される

商品に係る特定容器を除く。次項第二号ロを除き、以下この条において同じ。）が属する

容器包装区分に係る特定分別基準適合物について、再商品化義務量の再商品化をしなけ

ればならない。 

２・３ （略） 

 

（特定容器製造等事業者の再商品化義務） 

第十二条 特定容器製造等事業者は、毎年度、主務省令で定めるところにより、その製造

等をする特定容器（第十八条第一項の認定に係る特定容器及び本邦から輸出される特定

容器を除く。以下この条において同じ。）が属する容器包装区分に係る特定分別基準適合

物について、再商品化義務量の再商品化をしなければならない。 

２ （略） 

 

（特定包装利用事業者の再商品化義務） 

第十三条 特定包装利用事業者は、毎年度、主務省令で定めるところにより、その事業に

おいて用いる特定包装（第十八条第一項の認定に係る特定包装及び本邦から輸出される

商品に係る特定包装を除く。以下この条において同じ。）が属する容器包装区分に係る特

定分別基準適合物について、再商品化義務量の再商品化をしなければならない。 

２ （略） 

 

（再商品化したものとみなされる場合） 

第十四条 特定事業者が、前三条に規定する再商品化義務量の全部又は一部の再商品化に

ついて指定法人と第二十三条第一項に規定する再商品化契約を締結し、当該契約に基づ

く自らの債務を履行したときは、当該特定事業者は、その委託した量に相当する当該特

定分別基準適合物の量について再商品化をしたものとみなす。 



 

（自主回収の認定） 

第十八条 特定事業者は、その用いる特定容器、その製造等をする特定容器又はその用い

る特定包装を自ら回収し、又は他の者に委託して回収するときは、主務大臣に申し出て、

その行う特定容器又は特定包装の回収の方法が主務省令で定める回収率を達成するため

に適切なものである旨の認定を受けることができる。 

２～５ （略） 

 

【関係法令】 

○ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行規則（抄） 

（自主回収率） 

第二十条 法第十八条第一項の主務省令で定める回収率は、おおむね百分の九十とする。 

 

（帳簿） 

第三十八条 特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者及び特定包装利用事業者は、主

務省令で定めるところにより、帳簿を備え、特定容器を用いた商品の販売、特定容器の

製造等又は特定包装を用いた商品の販売及び分別基準適合物の再商品化に関し主務省令

で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。 

 

３ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（抄） 

（目的） 

第一条 この法律は、食品循環資源の再生利用及び熱回収並びに食品廃棄物等の発生の抑

制及び減量に関し基本的な事項を定めるとともに、食品関連事業者による食品循環資源

の再生利用を促進するための措置を講ずることにより、食品に係る資源の有効な利用の

確保及び食品に係る廃棄物の排出の抑制を図るとともに、食品の製造等の事業の健全な

発展を促進し、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的

とする。 

 

（基本方針） 

第三条 主務大臣は、食品循環資源の再生利用及び熱回収並びに食品廃棄物等の発生の抑

制及び減量（以下「食品循環資源の再生利用等」という。）を総合的かつ計画的に推進す

るため、政令で定めるところにより、食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方

針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２～４ （略） 

 

（事業者及び消費者の責務） 

第四条 事業者及び消費者は、食品の購入又は調理の方法の改善により食品廃棄物等の発

生の抑制に努めるとともに、食品循環資源の再生利用により得られた製品の利用により

食品循環資源の再生利用を促進するよう努めなければならない。 



 

【メ モ】 


